2011年度　国際民事訴訟法　期末試験問題
高橋宏司　出題
日本に住所を有していた甲国人Xは、日本国内の二都市間の観光目的での移動のために、航空会社Y(日本に本店を有する日本法人)から日本国内で航空券を購入した。Xの購入したYの航空券には旅客運送契約約款が添付されており、「この運送約款に基づく運送に関する一切の紛争の管轄権は、請求の法的根拠の如何を問わず、日本国の裁判所に専属する」と記載されていた。ところが、Xの搭乗した飛行機は、着陸に失敗し、Xは負傷した。その直後、Xは治療のために親戚を頼って甲国に帰国し、やがて婚姻をして甲国内に定住するに至った。事故から2年後、Xは、Yおよび事故機製造会社Z(乙国に本店を有する乙国法人)を共同被告として、治療に要した費用を損害賠償として請求し、甲国で訴え(以下「甲国訴訟」と呼ぶ)を提起した。この訴訟で、Xは、Yに対しては、旅客航空運送契約の債務不履行責任を追及し、Zに対しては製造物責任を追及した。Yは甲国で業務を行っていないし、甲国に財産も有しない。Zも甲国に財産を有しないが、甲国で工場設備を借り受けて航空機を製造している。但し、本件事故機はZの乙国工場で製造された。甲国訴訟手続においてYとZは甲国の国際裁判管轄権を争っている。以上の状況の下で、以下の独立した各小問に答えなさい。なお、XがYから航空券を購入する以前に、日本では「民事訴訟法及び民事保全法の一部を改正する法律」(別添)が施行されていたものとする。
(1) 甲国訴訟でYとZ双方に対する請求を認容する本案判決が下され、確定した。Xは、この甲国判決の執行判決請求訴訟を日本で提起した。甲国のYとZの各々に対する請求認容判決は、間接管轄の要件(民事訴訟法118条1号)を充たすか。(期末試験総点80点中45点)
(2) 甲国訴訟提起の直後、YはXに対して債務不存在確認請求訴訟を日本で提起した。Xは事故を機に日本での定職を失い、治療にも費用がかかったため、日本で応訴する資力に乏しい。Xは、日本の裁判所は訴えを却下するべきであると主張している。Xの主張は認められるか。(期末試験総点80点中35点)
